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Ⅲ 主要事業  

 

１ 子ども・子育て世代への支援の充実 

 

＜子育て環境の充実＞ 

○保育所等への運営費の給付（子育て支援課）  9,900,000千円（H28 8,720,000千円） 

  認定こども園・保育所等の運営費に対して市町村が支弁する給付費の一部を負担します。 

 ［対  象］私立の認定こども園、保育所等 

 ［負担割合］国 1/2（市町村への直接補助）、県 1/4、市町村 1/4 

 

 

 

○小規模保育等への運営費の給付（子育て支援課） 1,340,000千円（H28 1,060,000千円） 

  地域の特性に応じた保育機能を確保するため、小規模保育事業、家庭的保育事業及び   

事業所内保育事業の運営費に対して市町村が支弁する給付費の一部を負担します。 

 ［対  象］小規模保育、家庭的保育及び事業所内保育を行う事業者 

 ［負担割合］国 1/2（市町村への直接補助）、県 1/4、市町村 1/4 

 

 

 

○多様なニーズに対応した子育て支援（子育て支援課） 

   2,000,473千円（H28 1,866,000千円） 

  保育施設等において、病児保育、延長保育、一時預かりを実施するなど、多様な子育てニーズ

に対応した事業に対し助成します。 

 ［負担割合］国1/3（市町村への直接補助）、県1/3、市町村1/3 

 ［主な事業］ 

  １ 病児保育事業         294,979千円 

    病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が  

一時的に実施する保育等に対して助成します。 

  ２ 延長保育事業         355,136千円 

    通常の利用日、利用時間以外に、認定こども園、保育所等で実施する保育に対して助成

します。 

  ３ 一時預かり事業        428,667千円 

    家庭において一時的に保育が困難になった乳幼児について、保育所その他の場所で  

一時的に預かり、必要な保護を行うための費用を助成します。 
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  ４ 地域子育て支援拠点事業    728,326千円 

    市町村が乳幼児とその保護者同士が交流する子育て支援の拠点施設を設置し、育児相談

や情報提供等を行う取組に対して助成します。 

 

 

 

○保育士配置改善事業（子育て支援課）    447,000千円（H28 437,000千円） 

  国の基準を上回って保育士を加配した民間保育所等に対して県単独の助成を行います。 

 ［負担割合］・特定乳幼児・障害児受入分：県 1/3・市町村 2/3 

・その他児童分：県 1/2・市町村 1/2 

 

 

 

○保育士人材確保等事業（子育て支援課、学事課）  36,910 千円（H28 24,870 千円） 

  不足している保育士の確保を図るため、潜在保育士等の就労支援や資格取得支援、卒業生の

県内保育所等への定着を図る養成施設に対する支援などの取組を実施します。 

 ［事業内容］ 

  １ ちば保育士・保育所支援センター運営事業  16,392千円 

    潜在保育士等の就労支援窓口の設置・運営 

  ２ 保育士研修等事業                         7,128千円 

    保育士の専門性向上に係る研修、保育士養成施設の学生や潜在保育士を対象とした就職

説明会・研修の実施 

  ３ 保育教諭確保のための資格取得支援事業   3,245千円 

    幼稚園教諭が保育士資格を取得するため、又は保育士が幼稚園教諭免許状を取得する 

ために必要となる経費に対する助成 

  ４ 保育士養成施設に対する就職促進支援事業  10,145千円 

    指定保育士養成施設のうち、卒業生の県内の保育所又は認定こども園等への就職促進に 

取り組む養成施設に対して支援 

 

 

 

○認定こども園施設整備事業（子育て支援課） 2,517,000 千円（H28 3,205,000 千円） 

  幼児教育と保育を一体的に提供する民間の認定こども園の施設整備に対し助成します。 

  ［補助対象］民間認定こども園の創設、増改築、大規模修繕等 

  ［負担割合］保育所部分：国1/2、市町村1/4、事業者1/4 

        幼稚園部分：国1/2、市町村1/4、事業者1/4 
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○保育所整備促進事業（子育て支援課） 1,000,000千円（H28 1,000,000千円） 

  待機児童の早期解消を図るため、保育所等の施設整備費について国の助成に県が独自の加算 

措置を行い、緊急的に整備を促進します。 

 ［補助対象］民間保育所等の創設、増築、増改築 

 ［補 助 率］国の補助対象基準額を超える額の1/2 

 ［上 限 額］定員1人あたり2,800千円 

 

 

 

○事業所内保育所整備緊急促進事業〔再掲〕（雇用労働課） 

  10,000 千円（H28.9 月補正 10,000 千円） 

子育てをしながら働く労働者を支援するため、新たに事業所内保育所を整備する企業を対象

に、国が補助対象としていない備品等について助成を行い、国の制度と併せて更なる施設の 

整備促進を図ります。 

 ［補助対象］事故防止に資する備品、保育活動に必要な備品 等 

 ［補 助 率］3/4 

 ［上 限 額］1,000 千円 

 

 

 

○放課後児童健全育成事業（子育て支援課）   1,814,006千円（H28 1,775,000千円） 

  仕事などで保護者が昼間家庭にいない児童の生活や遊びの場となる「放課後児童クラブ」の

運営費について、市町村に対し助成します。 

 ［負担割合］国1/3(市町村への直接補助)、県1/3、市町村1/3 

 

 

 

○放課後児童クラブ施設整備事業（子育て支援課） 247,930千円（H28 200,000千円） 

  放課後児童クラブの創設、改築、大規模修繕等に要する経費に対し助成します。 

 ［負担割合］国1/3(市町村への直接補助)、県1/3、市町村1/3 

 

 

 

○放課後子供教室推進事業（生涯学習課）    110,875 千円（H28 106,107 千円） 

  子どもたちの安全・安心な居場所づくりのため、市町村が小学校の余裕教室等を活用し、 

地域住民の協力を得て、勉強やスポーツ、地域との交流等を行う「放課後子供教室」の運営費

に対して助成します。 

 ［負担割合］国1/3、県1/3、市町村1/3 
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○子ども医療費助成事業（児童家庭課） 6,700,000 千円（H28 6,700,000 千円） 

  子どもの保健対策の充実を図るとともに保護者の経済的負担を軽減するため、子どもの医療

受診に要する費用を助成します。 

 ［実施主体］市町村 

 ［負担割合］県1/2、市町村1/2（千葉市のみ県1/4、市3/4） 

 ［助成対象］入院 中学校３年生まで 

       通院 小学校３年生まで 

 ［自己負担］入院１日、通院１回につき300円 

 ［支給方法］現物給付 

 

 

 

○子育て応援！チーパス事業（子育て支援課） 35,000千円（H28 25,000千円） 

  企業等の協賛により、子育て家庭が店舗等で各種サービスを受けられる子育て支援事業を 

実施します。 

 ［対  象］県内の妊婦又は中学生までの子どもがいる家庭 

 ［実施方法］ ①優待カード「チーパス」を市町村を通じて各家庭に配布 

        ②対象者は優待カードを提示し、協賛事業者の店舗で各種サービスを受ける 

 

 

 

○ちば マイ スタイル ダイアリー事業（政策企画課） 19,000千円（H28 19,000千円） 

  結婚から妊娠・出産、子育てまでの切れ目のない支援として、県や市町村からのさまざまな

情報の提供や、健康・育児に関する相談受付などを行うスマートフォン用アプリを運用   

します。 
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＜児童虐待防止＞ 

 

○児童虐待防止対策事業（児童家庭課） 255,183千円（H28 173,908千円） 

  児童虐待の未然防止、早期発見、被虐待児童のケア等に総合的に取り組みます。 

 ［事業内容］ 

  １ 児童相談所虐待防止体制強化事業          103,871千円 

    24時間365日の電話相談、一時保護児童への心理的ケアの実施 等 

  ２ 児童相談所専門機能強化事業            14,161千円 

    児童相談所職員に対する各種研修の実施、専門家の協力・助言を得る体制の構築 等 

  ３ 児童虐待対策関係機関強化事業            6,670千円 

    市町村担当者等への各種研修の実施、専門家の派遣などの関係機関への支援 等 

  ４ 子ども虐待防止地域力強化事業           10,000千円 

    オレンジリボンキャンペーンの実施、市町村と連携した児童虐待防止の啓発、千葉県 

   子どもを虐待から守る条例の周知 等 

  ５ 児童虐待防止医療ネットワーク事業          4,661千円 

    こども病院への児童虐待専門コーディネーターの配置、医療機関と児童相談所の連絡 

会議、地域保健医療従事者に対する研修等による児童虐待対応体制の強化 

  ６ 児童養護施設退所児童等アフターケア等事業     16,402千円 

    自立援助ホームが心理担当職員を雇用する経費を助成するとともに、児童養護施設等の

退所者等の自立生活や就職に対する支援・相談体制を構築 

  ７ 社会的養護自立支援事業【新規】          73,014千円 

    進路未定の自立援助ホーム入所者や児童養護施設等の退所者等の自立を図るため、支援 

計画に基づき生活面、就労面での支援を実施 

  ８ 里親委託推進事業                 26,404千円 

    里親制度に関する理解を深め、里親の登録及び委託へ繋げるとともに、里親に対する 

相談援助、交流推進等を実施 
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○県有施設再整備事業（資産経営課） 228,000千円（H28 50,000千円） 

（債務負担行為 453,000千円） 

  中央児童相談所の老朽化や狭隘化に対応するため、既存県有施設を活用した施設整備を行い、

県有施設の有効活用を図りながら、保護児童の処遇の改善と適切な執務環境の確保を図ります。 

 ［事業内容］ 

  １ 中央児童相談所機能拡充移転事業 

    既存施設の利用による中央児童相談所の整備を行うため、青少年女性会館を改修し移転

を行います。 

   ［経費内訳］実施設計 34,760千円 

   ［供用開始］平成32年度 

  ２ 旧ちばキャリアアップセンター改修事業 

    未利用となっている旧ちばキャリアアップセンターを改修し、組織の再整備や施設改修

などによる入居先として整備します。 

［経費内訳］建築工事 193,240千円（債務負担行為 453,000千円） 

［供用開始］平成30年度 
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＜教育＞ 

 

○学校におけるいじめ防止対策の推進 808,292千円（H28 767,239千円） 

  いじめの未然防止、早期発見・解決に向け、スクールカウンセラー及びスクールソーシャル

ワーカーを増員するなど、児童生徒が安心して学校生活が送れる環境づくりを進めます。 

 ［事業内容］ 

  １ 学校への支援体制の強化（指導課、警察本部少年課、警務課） 

 720,729千円（H28 686,433千円） 

   ・スクールカウンセラーの配置（指導課） 595,589千円 

     児童生徒のカウンセリングや教職員・保護者等への助言・援助を行うスクール   

カウンセラーを配置します。 

    ［配置人数］小学校 140人（年114時間） 

          中学校 326人、高等学校 80人、教育事務所等 11人（年228時間） 

   ・スクールソーシャルワーカーの配置（指導課） 28,445千円 

     問題の解決に向けて福祉機関等との連携や、学校・家庭環境への働きかけを行う  

スクールソーシャルワーカーを配置します。  

    ［配置人数］小中学校 12人（年543時間（10人）、年814時間（2人）） 

   ・スクール・サポーター（警察本部少年課、警務課） 96,695千円 

     学校のいじめや非行防止対策を継続的に支援するため各少年センターに配置します。 

    ［配置人数］32人 

  ２ 相談体制等の充実（指導課、県民生活・文化課）    66,743千円（H28 65,754千円） 

   ・子どもと親のサポートセンター等における相談事業（指導課） 61,247千円 

    ［センターでの窓口相談］平日8:30～17:15 

    ［２４時間子供ＳＯＳダイヤル電話相談］平日17:15～翌朝8:30、土日祝日 24時間 

   ・ネットパトロールの実施（県民生活・文化課） 5,496千円 

     ネットいじめ、非行、犯罪被害防止の観点から、青少年の書き込み頻度の高いサイト

や掲示板などを監視します。 

  ３ 学校におけるいじめ対応力強化等（指導課、学事課）  20,820千円（H28 15,052千円） 

   ・いじめ問題対策支援チームの派遣            6,000千円 

   ・いじめ問題対策リーダー養成集中研修                3,868千円 

   ・いじめ防止啓発資料                        2,838千円 

   ・いじめ防止対策推進条例に基づく調査会等                942千円 

   ・教育支援センターの整備促進等に関する調査研究事業  5,000千円 

   ・不登校対策指導資料集の作成                         2,172千円 
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○子ども・若者育成支援推進事業（県民生活・文化課） 15,880千円（H28 11,045千円） 

  ひきこもりやニート、不登校などの問題を抱える子ども・若者に対し、支援機関の紹介を 

行う総合相談窓口として、「千葉県子ども・若者総合相談センター」を運営し、専門の相談員に

よる適切な助言や情報を提供します。 

 ［主な事業］ 

  千葉県子ども・若者総合相談センター運営経費 15,172千円 

 

 

 

○道徳教育推進プロジェクト事業（指導課）     32,444千円（H28 32,368千円） 

  小・中・高等学校の児童・生徒の発達段階に応じた道徳教育の推進を図ります。 

 ［主な事業］ 

  ・道徳教育教材の作成      10,458千円 

  ・道徳教育推進校における研究  3,200千円 

  ・心の教育推進キャンペーン    2,178千円 

  ・指導資料集の作成       11,240千円 

  ・情報モラル教育研修会     2,400千円 

 

 

 

 

○ちばっ子「学力向上」総合プランの推進（指導課） 171,959千円（H28 167,073千円） 

  児童生徒の学力向上のため、授業中における学習支援、放課後学習の充実、体験学習など 

多様な学習機会の提供、魅力ある授業づくりなどに取り組みます。 

 ［主な事業］ 

  １ 学習サポーター派遣事業 140,651千円 

    児童生徒の学力向上のため、授業中における学習支援、学校教育の一環として行う放課後

学習等の取組に対して、退職教員などを学習サポーターとして小中学校に派遣します。 

   ［配置校数］公立小中学校 185校 

   ［実施内容］授業中における学習支援、放課後学習 等 

  ２ 多様な学習機会の提供 23,967千円 

    小学校・中学校・高等学校が相互に連携し専門的な学びの機会を提供するとともに、 

先進的な理数教育を推進するなど、多様な学習機会を提供します。 

［実施内容］体験学習の推進、先進的な理数教育の推進 

  ３ 魅力ある授業づくり 5,005千円 

    子どもたちの学びの視点から学習教材等に創意工夫を凝らし学習内容の充実を図ります。 
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○国際的に活躍できる人材の育成（指導課、教育政策課）  

257,473千円（H28 262,657千円） 

  本県の子どもたちが国際的に活躍できる人材に育つよう、海外留学への助成や外国語学習の

充実を図るとともに、国際感覚や多文化理解の醸成に向けた国際教育交流を推進します。 

 ［事業内容］ 

  １ 高校生等海外留学助成事業（指導課）  15,000千円（H28 21,000千円） 

    高校生等が外国に留学する場合の経費の一部を助成することにより留学を促進します。 

  ２ 英語等外国語教育推進事業（指導課） 226,473千円（H28 226,307千円） 

    県立学校において外国語指導助手（ＡＬＴ）による授業などに取り組みます。 

  ３ 国際教育交流推進事業（教育政策課）  16,000千円（H28 15,350千円） 

    アジア地域に教職員・高校生を派遣し、海外との教育分野での交流を促進します。 

    

 

 

○千葉県競技力向上推進本部事業（体育課） 200,000 千円（H28 200,000 千円） 

  本県スポーツ選手の育成・強化を図るとともに、スポーツを通じた活力ある地域づくりを 

推進するため、千葉県競技力向上推進本部が行う事業に対し助成します。 

 ［事業内容］ 

  ・国体選手強化・サポート事業 

  ・ちばジュニア強化事業 

  ・スポーツ医・科学サポート事業 等 
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○高等学校再編事業（財務施設課） 602,500千円（H28 490,000千円） 

  県立学校改革推進プラン等に基づく魅力ある高等学校づくりを進めるため、県立学校の  

施設・設備の整備を行います。 

 ［主な事業］ 

  ・市原・鶴舞桜が丘高校の統合           10,700千円 

  ・佐倉西高校への福祉コースの設置       21,500千円 

  ・印旛明誠高校における単位制の充実     559,000千円 

 

 

 

○県立学校空調設備整備事業（財務施設課） 144,000千円（H28 137,802千円） 

  疾病や障害等により体温調整が困難な児童生徒のために、特別支援学校の工芸室などの作業

実習室に空調設備を整備します。また、教職員の執務環境の改善を図るため、県立高校の職員

室等管理諸室に空調設備を整備します。 

 ［整備箇所］ 

  ・特別支援学校作業実習室空調設備整備（５校） 96,336千円 

  ・高等学校職員室等管理諸室空調設備整備（設計４校、リース20校） 47,664千円 

 

 

 

○特別支援アドバイザー事業（特別支援教育課） 59,286千円（H28 57,711千円） 

障害のある幼児・児童・生徒の指導方法や支援体制について、公立の幼稚園、小・中・高校

からの要請に応じて特別支援アドバイザーを派遣し、教職員等に助言・援助を行います。 

 ［配置数］20名  

 ［派遣先］公立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校 

 ［業務内容］ 

  ・実態把握や学習上、生活上の指導・支援のあり方に関する助言・援助 

  ・個別の指導計画及び教育支援計画の作成・活用に関する助言・援助 

  ・校（園）内支援体制づくりに関する助言・援助 等 
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○私立学校経常費補助（一般補助）（学事課） 11,985,709千円（H28 34,535,977千円） 

私立学校の振興と保護者負担の軽減を図るため、学校法人の教育に要する経常的経費に対し、

助成します。    

 

 

 

○私立高等学校等就学支援事業（学事課） 5,859,000千円（H28 5,782,000千円） 

  私立高校生等に対し、家庭の教育費負担の軽減を図るため、授業料の一部を助成します。 

 ［支給対象］ 

  ・私立高校、専修学校（高等課程）等に通学する生徒 

 ［支給額］ 

  ・１人あたり 118,800円～297,000円／年 

  ・低所得世帯に対しては加算支給を行うとともに、所得制限を設定 

 

 

 

 

 

○私立高等学校等授業料減免事業補助（学事課） 790,000千円（H28 722,700千円） 

  学校法人が保護者に対し、授業料の全部又は一部を免除した場合、その経費を助成します。 

 ［補助内容］ 

  ・全額減免：生活保護を受けている者、年収350万円未満程度の者 

  ・３分の２減免：年収350万円～640万円以下程度の者など 
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○私立高等学校等奨学のための給付金事業（学事課）378,000 千円（H28 342,000 千円） 

  低所得者層の教育費負担の軽減を図るため、私立高等学校等の生徒に対し、奨学のための 

給付金を支給します。 

 ［対 象 者］私立高等学校等の生徒がいる保護者等 

       （市町村民税所得割が非課税である世帯） 

 ［支 給 額］ 

  私立高校等に在学する者で、１人につき以下の額 

  ・生活保護受給世帯                     年 52,600円 

  ・第１子の高校生等（全日制・定時制）がいる非課税世帯    年 84,000円 

  ・第２子以降の高校生等（全日制・定時制）がいる非課税世帯  年138,000円 

  ・高校生等（通信制）がいる非課税世帯            年 38,100円 

［負担割合］国1/3、県2/3 

 

 

 

○私立高等学校入学金軽減事業補助（学事課） 89,000 千円（H28 87,000 千円） 

  入学金の納入が困難な状態にある保護者に対し、学校法人が行う入学金軽減に要する経費の

一部を助成します。 

 ［補助対象］ 

  ・生活保護を受けている者 

  ・年収350万円未満程度の者 

 ［補 助 額］入学金の２分の１相当額と学校法人が軽減した額のいずれか低い額 

（限度額：5万円） 

 

 

 

 

○公立高等学校就学支援金（財務施設課） 9,698,000千円（H28 9,840,000千円） 

  公立高校に在学する生徒の経済的負担の軽減を図るため、授業料相当額を支給します。 

 ［対 象 者］県立・市立高校生（保護者の市町村民税所得割額の合計が304,200円未満の者） 

 ［支 給 額］授業料相当額 
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○公立高等学校等奨学のための給付金（財務施設課）1,125,000千円（H28 987,000千円） 

  公立高校等に在学する生徒の保護者の教育費負担軽減を図るため、奨学のための給付金を 

支給します。 

 ［対 象 者］国公立高校生、高等専門学校等の生徒がいる保護者等 

       （市町村民税所得割額が非課税である世帯） 

 ［支 給 額］ 

  国公立高校等に在学する者で、１人につき以下の額 

  ・生活保護受給世帯                 年32,300円 

  ・第１子の高校生等がいる世帯            年75,800円（通信制36,500円） 

  ・23歳未満の扶養されている兄・姉がいる世帯で、第２子以降の高校生等がいる世帯 

                            年129,700円（通信制36,500円） 

 

 

 

○夜間定時制高等学校夕食費補助事業【新規】（学校安全保健課）     8,100千円 

  夜間定時制課程を置く高等学校のうち、給食の試行的廃止校に在籍する生徒の夕食費の負担

軽減を図るため、夕食費の一部を助成します。 

 ［対 象 者］・生活保護受給世帯        

・市町村民税所得割非課税世帯 

［補 助 額］200 円/食  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


